
 

 

 

 

 
平成 19 年就業構造基本調査 

結果の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

茨城県企画部統計課 

 
 



目  次 

 

《結果の概要》 

１ 15 歳以上人口の就業状態････････････････････････････････････････････1 

２ 有業者･･･････････････････････････････････････････････････････････2 

（１） 有業率 

（２） 従業上の地位 

（３） 年間就業日数 

（４） 産業・職業 

（５） 転職希望者 

３ 雇用者･･･････････････････････････････････････････････････････････9 

（１） 雇用形態 

（２） 所得 

４ 就業異動･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ 1 3 

（１） 就業異動別 15 歳以上人口 

（２） 転職者 

（３） 産業間異動 

 

 

 

《平成 19 年就業構造基本調査の概要》 

  ○ 就業構造基本調査は,我が国におけるふだんの就業・不就業状態を調査し,全国及び地

域別の就業構造や就業異動の実態などを明らかにすることを目的としている。昭和 31

年から概ね 3年ごと，昭和 57 年以降は 5年ごとに実施しており,平成 19 年は 15 回目に

あたる。 

○ 平成 19 年の調査対象は,全国の世帯から選定した世帯（約 45 万）にふだん住んでい

る 15 歳以上の世帯員（約 100 万人）である。なお,本県においては約 1万世帯，約 2万

4千人を対象とする。 

 

 

 

《利用上の注意》 

○ 統計表の数値は,総数に分類不能又は不詳の数値を含むため，また，表章単位未満の 

位で四捨五入しているため，総数と内訳の合計とは必ずしも一致しない。 

○ 増減率，割合等は，表章単位の数値から算出している。 

○ 統計表中の「0」，「0.0」は，集計した数値が表章単位に満たないものである。また，

「－」は，該当数値のない箇所である。 

 
 



1 15 歳以上人口の就業状態 

 
○ 有業率が調査開始以来最低 
  

平成 19 年 10 月 1 日現在の本県の 15 歳以上人口は 255 万 6 千人で，平成 14 年と比べ 9

千人，0.3％増加した。 

就業状態別にみると，有業者は 155 万 3千人であり，平成 14 年と比べ 3千人，0.2％減

少している一方，無業者は 100 万 2 千人，平成 14年と比べ 1万 1千人，1.1％の増加とな

っている。 

15 歳以上人口に占める有業者の割合（有業率）は平成 4年以降低下が続いており，今回

の調査では 60.8％と，平成 14 年より 0.3 ポイント低下し，調査開始以来最低となった。

全国平均（59.8％）と比べると 1ポイント上回っており，全国で 14 番目（平成 14 年は全

国で 15 番目）となっている。 

有業率を男女別にみると，男性が 72.7％（平成 14年比 0.7 ポイント減），女性が 49.1％

（同 0.1 ポイント増）となっており，男性が平成 14 年と比べ減少しているのに対し，女

性は増加している。 

 
図－1 有業者数，無業者数及び有業者率の推移（昭和 62 年～平成 19 年）－全国，茨城県 
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表－1 男女，就業状態別 15 歳以上人口及び有業率（平成 14 年，19 年） 

(千人，％，ポイント)

15歳以上人口 有業者 無業者 有業率
総数 2,555.5 1,553.2 1,002.3 60.8
男 1,263.2 918.2 345.1 72.7
女 1,292.3 635.0 657.2 49.1

総数 2,546.8 1,555.9 991.0 61.1
男 1,258.6 923.9 334.7 73.4
女 1,288.3 631.9 656.3 49.0

8.7 -2.7 11.3 -0.3
(0.3) (-0.2) (1.1) －
4.6 -5.7 10.4 -0.7

(0.4) (-0.6) (3.1) －
4.0 3.1 0.9 0.1

(0.3) (0.5) (0.1) －
女

年次・区分

平成19年

平成14年

増減実数
（増減率）

総数

男
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2 有業者 
 

（１） 有業率 
 

○ 女性は 25～64 歳の幅広い年齢階級で有業率が上昇 
 

有業率を男女，年齢別にみると，男性は 15～49 歳はほぼ横ばいだが，50～64 歳では上

昇に転じ，特に 60～64 歳では平成 14 年より 6.9 ポイント増と大きく上昇した。 

女性の有業率についてみると，20～24 歳及び 65 歳以上を除くすべての年齢階級におい

て上昇した。なかでも，30～34 歳，50～54 歳及び 60～64 歳では 5ポイント以上上昇して

おり，それにより年齢階級別有業率のＭ字カーブ（25～29歳の73.3％と45～49歳の76.1％

を頂点とし，30 歳代の 60％台を谷とする）の曲線が緩やかになった。 

 

表－2 男女，年齢階級別有業率（平成 14 年，19 年） 

（％，ポイント）

平成19年 平成14年 増減 平成19年 平成14年 増減

総　数 72.7 73.4 -0.7 49.1 49.0 0.1

　15～19歳 16.6 16.9 -0.3 18.8 17.8 1.0
20～24 69.4 69.8 -0.4 67.2 68.5 -1.3
25～29 91.6 92.4 -0.8 73.3 69.5 3.8
30～34 94.3 91.9 2.4 64.6 59.2 5.4
35～39 93.6 95.9 -2.3 63.7 62.0 1.7
40～44 96.2 95.2 1.0 72.3 68.5 3.8
45～49 93.4 94.5 -1.1 76.1 74.7 1.4
50～54 95.8 92.0 3.8 72.1 66.3 5.8
55～59 92.2 89.5 2.7 62.7 57.8 4.9
60～64 71.9 65.0 6.9 41.1 35.8 5.3
65歳以上 33.2 35.3 -2.1 14.5 16.8 -2.3

年齢階級
女男

 

 

図－2 男女，年齢階級別有業率（平成 14 年，19 年）  
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（２） 従業上の地位 
 

○ 男女ともに「雇用者（役員を除く）」の割合が上昇 
 

有業者数を従業上の地位別にみると，「雇用者(役員を除く)」が最も多く，126 万 2 千

人（有業者に占める割合 81.3％）となっており，次いで「自営業主」が 16万 3 千人（同

10.5％），「会社などの役員」が 7万 5千人（同 4.8％），「家族従業者」が 5万 1千人（同

3.3％）となっている。 

平成 14 年と比べると,「自営業主」（1万 6千人減）及び「家族従業者」（5万 3千人減）

が減少したのに対し,「会社などの役員」（5千人増）及び「雇用者（役員を除く）」（6万

1千人増）は増加している。 

男女別にみると，男性は「雇用者（役員を除く）」が 72 万 7 千人（男性有業者に占め

る割合 79.2％）と最も高く, 次いで，「自営業主」12 万 5 千人（同 13.6％）,「会社な

人（同 6.3％）,「家族従業者」7千人（同 0.8％）となっている。 

また，女性も「雇用者（役員を除く）」が 53 万 5 千人（女性有業者に占める割合 84.2％）

最も高く，次いで，「家族従業者」4万 4千人（同 7％）,「自営業主」3万 8千人（同

6％

どの役員」5万 8千

と

）,「会社などの役員」1万 7千人（同 2.6％）となっている。 

 

表－3 男女，従業上の地位別有業者数及び割合（平成 14 年，19 年） 

（千人，％，ポイント）

総数 男 女 総数 男 女

162.9 124.6 38.3 10.5 13.6 6.0

雇用者 1,337.1 785.6 551.5 86.1 85.6 86.9

総

8 6.7

.7 82.7 80.2
会社などの役員 70.0 52.0 18.0 4.5 5.6 2.8
雇用者（役員を除く） 1,201 712.3 488.9 77.2 77.1 77.4

総数 －

自営業主 -16.1 -12.0 -4.1 -1.0 -1.2 -0.7
家族従業者 -52.6 -14.8 -37.8 -3.4 -1.5 -6.0
雇用者 65.9 21.3 44.6 4.4 2.9 6.7

会社などの役員 4.9 6.3 -1.3 0.3 0.7 -0.2
雇用者（役員を除く） 61.0 15.0 45.9 4.1 2.1 6.8

増

減

　　　
従業上の地位

平
成
19
年

平
成
14
年

総数 1,553.2 918.2 635.0 100.0 100.0 100.0

自営業主

　　　　　　　　　　 男女 実　　数 割　　合

家族従業者 51.3 6.9 44.4 3.3 0.8 7.0

会社などの役員 74.9 58.3 16.7 4.8 6.3 2.6
雇用者（役員を除く） 1,262.2 727.3 534.8 81.3 79.2 84.2

数 1,555.9 923.9 631.9 100.0 100.0 100.0

自営業主 179.0 136.6 42.4 11.5 14.
家族従業者 103.9 21.7 82.2 6.7 2.3 13.0
雇用者 1,271.2 764.3 506.9 81

.2

-2.7 -5.7 3.1 － －
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（３） 年間就業日数 

 

  ○ 年間就業日数は「250 日以上」が増加 

 

    有業者について年間就業日数別にみると，「250 日以上」が 68 万 2 千人（有業者に占め

る割合 43.9％）と最も多く，次いで「200～249 日」が 53 万人（同 34.1％），「200 日未満」

が 32 万 8 千人（同 21.1％）となっている。  

平成 14 年と比べると，「200 日未満」（3万人減）及び「200～249 日」（8万 8千人減）

が減少している一方で，「250 日以上」（10 万 9千人増）は大幅に増加しており，年間就業

日数の長期化がみられる。 

男女別にみると，男性では「250日以上」が 46万 5千人（男性有業者に占める割合 50.6％）

と最も多く，5割以上を占めているのに対し，女性は「200 日未満」が 19万 3千人（女性

有業者に占める割合 30.4％），「200～249 日」が 22 万人（同 34.6％），「250 日以上」が 21

万 8 千人（同 34.3％）と，割合がほぼ均一になっている。 

  

表－4 男女,年間就業日数別有業者数及び割合（平成 14 年，19 年） 

（千人,％，ポイント）

553.2 327.7 530.2 682.4 100.0 21.1 34.1 43.9

男 918.2 134.4 310.8 465.0 100.0 14.6 33.8 50.6

5 217.5 100.0 30.4 34.6 34.3

総数 1,555.9 357.5 617.9 573.5 100.0 23.0 39.7 36.9

男 923.9 152.4 373.0 394.3 100.0 16.5 40.4 42.7

女 631.9 205.1 244.9 179.2 100.0 32.5 38.8 28.4

70.7 - -1.9 -6.6 7.9

割    合

総数
200日
未満

200～
249日

250日
以上

総数
200日
未満

200～
249日

250日
以上

平
成

年

増
減

成
19

   年間就業日数

年次・男女

実    数

総数 1,平

女 635.0 193.3 219.年

総数 -2.7 -29.8 -87.7 108.9 - -1.9 -5.6 7.0

男 -5.7 -18.0 -62.2

14

女 3.1 -11.8 -25.4 38.3 - -2.1 -4.2 5.9  

 

図－3 年間就業日数別有業者の割合（平成 14 年，19 年） 
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（４） 産業・職業 
 

○ 「医療，福祉」，「卸売・小売業」などで増加，「農業」，「建設業」などで減少 
 

有業者を産業大分類別にみると，「製造業」が 35 万 3 千人（有業者に占める割合 23.3％）

と最も多く，次いで「卸売・小売業」が 25 万 3 千人（同 16.6％），「サービス業（他に

分類されないもの）」が 19万 5千人（同 12.8％）などとなっている。 

平成 14 年と比べると，「医療，福祉」で 2万 7千人，「卸売・小売業」で 1万 6千人な

どが増加となった一方，「農業」で 2万 3千人，「建設業」で 1万 3千人などが減少して

いる。 

 
表－5 産業大分類別有業者数及び割合（平成 14 年，19 年） 

（千人，％）

増減
実数 割合 実数 割合 実数

総　数 1,553.2 (100.0) 1,555.9 (100.0) -2.7

農業 100.1 (6.6) 123.3 (8.0) -23.2
林業 0. (0.0) 1.9 (0.1) -1.5
漁業 1.0 (0.1) 2.0 (0.1) -1.0
鉱業 0.8 (0.1) 0.9 (0.1) -0.1
建設業 134.5 (8.9) 147.7 (9.6) -13.2
製造業 353.4 (23.3) 349.3 (22.7) 4.1
電気・ガス・熱供給・水道業 7.6 (0.5) 13.2 (0.9) -5.6
情報通信業 34.3 (2.3) 27.6 (1.8) 6.7
運輸業 85.2 (5.6) 83.7 (5.4) 1.5
卸売・小売業 252.5 (16.6) 236.4 (15.4) 16.1
金融・保険業 30.6 (2.0) 35.7 (2.3) -5.1
不動産業 14.0 (0.9) 13.8 (0.9) 0.2
飲食店，宿泊業 68.6 (4.5) 67.0 (4.4) 1.6
医療，福祉 116.4 (7.7) 89.7 (5.8) 26.7
教育，学習支援業 65.9 (4.3) 74.0 (4.8) -8.

10.7 (0.7) 15.9 (1.0) -5.2
サービス業（他に分類されないもの） 194.5 (12.8) 200.2 (13.0) -5.7
公務（他に分類されないもの） 47.8 (3.1) 55.7 (3.6) -7.9
分類

注）割合は「分類不能の産業」を除く

産　　業
平成19年 平成14年

4

1
複合サービス事業

不能の産業 34.8 － 17.7 － 17.1

 
 

図－4 産業大分類別有業者の割合（平成 14 年，19 年） 
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○ 「農林漁業作業者」が 2万 6千人減少 

 

有業者を職業大分類別にみると，「生産工程・労務作業者」が 51 万 2千人（有業者に

占める割合 33.6％）と最も多く，次いで「事務従事者」が 28万 1 千人（同 18.4％），「専

門的・技術的職業従事者」が 20 万 2千人（同 13.2％）などとなっている。 

平成 14 年と比べると，有業者数が増加したのは「サービス職業従事者」（1万 7千人

増），「運輸・通信従事者」（2千人増）及び「生産工程・労務作業者」（8千人増）で，そ

のほかの職業では減少している。なかでも，最も大きく減少したのは「農林漁業作業者」

で，2万 6千人の減となっている。 

 

表－6 職業大分類別有業者数及び割合（平成 14 年，19 年） 

（千人，％）

増減
実数 割合 実数 割合 実数

総　数 00.0) -2.7

　専門的・技術的職業従事者 201.6 (13.2) 202.2 (13.1) -0.6
　管理的職業従事者 35.2 (2.3) 39.1 (2.5) -3.9
　事務従事者 280.9 (18.4) 285.5 (18.5) -4.6
　販売従事者 172.8 (11.3) 177.3 (11.5) -4.5
　サービス職業従事者 137.6 (9.0) 120.7 (7.8) 16.9
　保安職業従事者 23.7 (1.6) 29.0 (1.9) -5.3
　農林漁業作業者 101.5 (6.7) 127.9 (8.3) -26.4
　運輸・通信従事者 58.1 (3.8) 55.7 (3.6) 2.4
　生産工程・労務作業者 511.7 (33.6) 503.9 (32.7) 7.8
　分類不能の職業 30.0 - 14.5 - 15.5
注）割合は「分類不能の職業」を除く

平成19年 平成14年
職　　業

1,553.2 (100.0) 1,555.9 (1

 

 

図－5 職業大分類別有業者の割合（平成 14 年，19 年） 

サービス職業専門的・技術的職業
保安職業

管理的職業
農林漁業

販売事務 運輸・通信

13.1

13.2

18.5

18.4

11.5

11.3

7.8

9.0

8.3

6.7

3.6

3.8

32.7

33.6

14年

9年

平成

平成1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生産工程・労務

 

 

 

6 
 



（５） 転職希
 

○ 有業者のうち転職希望者は男女ともに１割を超える 
 

有業者 155 万 3 千人のうち，転職を希望する者は 17 万 6 千人（有業者に占める割合

11.4％）となっており，平成 14 年と比べ 4千人，2.3％の増加となった。 

男女別にみると，男性は 10 万 2 千人（男性有業者に占める割合 11.1％），女性は 7万

4千人（女性有業者に占める割合 11.7％）となっている。これを平成 14 年と比べると，

男性は 5千人，5.6％の増加となったのに対し，女性は 2千人，2.0％の減となった。 

 

表－7 男女別転職希望者数及び割合（平成 14 年，19 年） 

望者 

(千人，％，ポイント)

平成19年 平成14年
総数 1,553 2 1,555.9 -2.7 -0.2
男 918.2 923.9 -5.7 -0.6
女 635.0 631.9 3.1 0.5

2.3
男 102.2 96.8 5.4 5.6
女 74.2 75.7 -1.5 -2.0

総数 11.4 11.1 0.3
男 11.1 10.5 0.6
女 11.7 12.0 -0.3

有
業
者

転
職
希
望
者

実数

実数

割合

実　数
増減 増減率

.

総数 176.4 172.5 3.9
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○  「収入が少ない」を理由とする転職希望者が最も多い 
 

転職希望者を転職希望理由別にみると，最も多かったのは「収入が少ない」で 5万 5千

人（転職希望者に占める割合 34.2％），次いで「時間的・肉体的に負担が大きい」3万 5

千人（同 21.7％），「知能や技能を生かしたい」2万 1千人（同 12.7％）などとなっている。 

平成 14 年と比べると，「時間的・肉体的に負担が大きい」や「知識や技能を生かしたい」

などが増加した一方，「事業不振や先行き不安」などが減少した。 

 
 

表－8 転職希望理由別転職希望者数及び割合（平成 14 年，19 年） 

（千人，％，ポイント）

実数 割合 実数 割合 実数 割合

総数 176.4 100.0 172.5 100.0 3.9 －

一時的についた仕事だから 20.3 12.6 21.4 13.7 -1.1 -1.1
収入が少ない 55.2 34.2 55.9 35.7 -0.7 -1.5

事業不振や先行き不安 17.1 10.6 21.6 13.8 -4.5 -3.2
定年又は雇用契約の満了に備えて 4.0 2.5 3.9 2.5 0.1 0.0

時間的・肉体的に負担が大きい 34.9 21.7 29.1 18.6 5.8 3.1
知識や技能を生かしたい 20.5 12.7 16.4 10.5 4.1 2.2

余暇を増やしたい 5.4 3.3 5.0 3.2 0.4 0.1
家事の都合 3.6 2.2 3.3 2.1 0.3 0.1

その他 15.2 － 15.9 － -0.7 －

注）割合は「その他」を除く

　　　　　　　　　　　　男女
転職希望理由

平成14年平成19年 増減

 

 

図－6 転職希望理由別転職希望者割合（平成 14 年，19 年） 
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3 雇用者 
 

（１） 雇用形態 
 

○ 「正規の職員・従業員」が減少，「契約社員・嘱託」などが増加 

 

雇用者（役員を除く）を雇用形態別にみると，「正規の職員・従業員」が 81万 7千人

（雇用者（役員を除く）に占める割合 64.7％），「パート」が 22万人（同 17.4％），「ア

ルバイト」が 8万 5千人（同 6.7％）などとなっている。 

平成 14 年と比べると，「正規の職員・従業員」が 2万人減少したのに対し，「契約社

員・嘱託」は 3万 5千人の増加，「労働者派遣事業所の派遣社員」は 2万 5千人の増加

などとなった。 

 

表－9 男 年） 女，雇用形態別雇用者（役員を除く）数及び割合（平成 14 年，19

（千人，％，ポイント）

総数 男 女 総数 男 女
雇用者（役員を除く） 1,262.2 727.3 534.8 100.0 100.0 100.0

正規の職員・従業員 816.5 590.8 225.7 64.7 81.2 42.2
パート 219.7 21.0 198.7 17.4 2.9 37.2
アルバイト 85.0 41.7 43.3 6.7 5.7 8.1
労働者派遣事業者の派遣社員 40.5 20.6 19.9 3.2 2.8 3.7
契約社員 56.4 28.7 27.6 4.5 3.9 5.2
嘱託 26.0 15.4 10.5 2.1 2.1 2.0
その他 16.9 8.1 8.9 1.3 1.1 1.7

雇用者（役員を除く） 1,201.2 712.3 488.9 100.0 100.0 100.0

正規の職員・従業員 836.2 612.5 223.7 69.6 86.0 45.8
パート 198 13.3 185.0 16.5 1.9 37.8
アルバイト 82.8 39.1 43.8 6.9 5.5 9.0
労働者派遣事業者の派遣社員 15.5 5.3 10.1 1.3 0.7 2.1

契約社員・嘱託 47.7 27.6 20.1 4.0 3.9 4.1

その他 19.3 13.8 5.5 1.6 1.9 1.1

雇用者（役員を除く） 61.0 15.0 45.9 － － －

正規の職員・従業員 -19.7 -21.7 2.0 -4.9 -4.8 -3.6
パート 21.4 7.7 13.7 0.9 1.0 -0.6

バイト 2.2 2.6 -0.5 -0.2 0.2 -0.9
労働者派遣事業者の派遣社員 25.0 15.3 9.8 1.9 2.1 1.6

契約社員・嘱託 34.7 16.5 18.0 2.6 2.1 3.1

-0.8 0.6
注1） パート」，「アルバイト」等の雇用形態は職場の呼称による。
注2）「契約社員・嘱託」の

.3

アル

その他 -2.4 -5.7 3.4 -0.3
「

増減は，平成19年「契約社員」及び「嘱託」の合計と平成14年
　 　「契

割　　合

平
成
19
年

平
成
14
年

増

減

　　　　　　　　　　　　　　男女
雇用形態

実　　数

約社員・嘱託」との差
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○ 

 

く）の雇用形態について，男女，年齢階級別に割合をみると，男性は

25～54 歳で｢正規の職員･従業員｣が 8割以上となっている。55 歳以上では，「正規の職員・

従業員」 し

ている。 

女性は 20～39 歳で「正規の職員・従業員」が 4割以上を占めているが，40～64 歳では

一転して｢パート｣の割合が 4割以上を占めている。 

 
図－7 男女，年齢階級，雇用形態別雇用者（役員を除く）の割合 

40～64 歳で高い女性の「パート」割合 
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の割合が減少する一方，「パート」，「アルバイト」，「嘱託」などの割合が増加

12.6

17.7

29.1

40.9

62.5

83.4

85.5

85.9

87.5

87.9

86.1

74.2

35.7

23.9

11.1

11.0

52.0

22.7

14.3

15.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

15～19歳

20～24 

25～29 

30～34 

35～39 

40～44 

45～49 

50～54 

55～59 

60～64 

65歳以上

男

17.2

20.0

48.0

60.8

48.5

43.8

34.2

35.65～49 

35.6

38.8

11.4

17.1

29.7

37.1

46.3

49.0

48.7

31.1

63.6

18.6 12.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

15～19歳

20～24 

25～29 

30～34 

35～39 

40～44 

4

5 54 

55～

60～64 

65歳以上

35.8

25.6

47.3

48.4

59 

0～

会社などの

役員

正規の

職員・

従業員

パート アルバイト 労働者派遣

事業所の

派遣社員

契約社員 嘱託 そ の 他

女

 

10 
 



（２
 

 

雇用者 満」は 101

万 3 千人（雇用者に占める割合 75.8％），「300 万円未満」は 70 万 5 千人（同 52.7％），

「500 万円以上」は 31万 5千人（同 23.6％）となっている。 

平成 14 年と比べると，「500 万円以上」は 1万 1千人減少しているのに対し，「500 万

円未満」は 7万 9千人増，「300 万円未満」は 9万 1千人増と，大幅に増加した。 

男女別にみると,男性は「500 万円未満」が 49 万 9千人（男性雇用者に占める割合

63.5％）と，全体の 6割以上であるのに対し，女性は「500 万円未満」が 51万 4 千人（女

性雇用者に占める割合 93.3％）と，全体の 9割以上を占めている。 

 
表－10 男女，所得階級別雇用者数及び割合（平成 14 年，19 年） 

） 所得 

○ 所得が「500 万円未満」の割合が上昇 

の所得（主な仕事からの年間収入）を階級別にみると，「500 万円未

（千人，％，ポイント）

総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女

総　数 1,337.1 785.6 551.5 1,271.2 764.3 506.9 65.9 21.3 44.6

　500万円未満 1,013.1 499.1 514.3 934.5 464.5 470.1 78.6 34.6 44.2

うち300万円未満 705.1 262.4 443.0 614.6 218.8 395.9 90.5 43.6 47.1

　500万円以上 315.1 280.6 34.5 326.2 293.3 32.9 -11.1 -12.7 1.6

総　数 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 － － －

　500万円未満 75.8 63.5 93.3 73.5 60.8 92.7 2.3 2.7 0.6

うち300万円未満 52.7 33.4 80.3 48.3 28.6 78.1 4.4 4.8 2.2

　500万円以上 23.6 35.7 6.3 25.7 38.4 6.5 -2.1 -2.7 -0.2

割
合

増　減
所　得

平成19年 平成14年

実
数

 

○ 「パート」及び「アルバイト」の男性 7割以上，女性 9割以上が所得 200 万円未満 
 

主な雇用形態ごとに所得（主な仕事からの年間収入）階級別割合をみると，「正規の職

員・従業員」では，男性は「500～699 万円」が 21.9％と最も高く，500 万円未満は全体

の 57.7％，700 万未満は全体の 79.6％となっている。一方，女性では「200～299 万円」

が 33.8％と最も高く，300 万円未満は全体の 58.3％，500 万円未満は全体の 86.0％とな

っている。 

」では，男性は「100～199 万円」が 51.9％と最も高く，200 万円未満は全体

満」が 49.8％と最も高く，200 万円未満は

体の 94.4％となっている。 

ている。  

「パート

の 75.7％となっている。女性は「100 万円未

全

「アルバイト」では，男性は「100 万円未満」が 51.1％と最も高く，200 万円未満は

全体の 80.4％となっており，女性も「100 万円未満」が 70.2％と最も高く，200 万円未

満は全体の 94.2％となっ

11 
 



表－11 男女，主な雇用形態，所得階級別雇用者数及び割合（平成 19 年） 

（千人，％）

総数 男 女

総　数 816.5 590.8 225.7 100.0 - 100.0 - 100.0 - 

(0.7) 6.0 (6.0)

100～199万円 65.8 24.1 41.7 8.1 (10.3) 4.1 (4.8) 18.5 (24.5)

200～ 33.8 (58.3)

300～399万円 149.3 107.0 42.3 18.3 (51.5) 18.1 (41.7) 18.7 (77.0)

400～499万円 114.9 94.6 20.3 14.1 (65.5) 16.0 (57.7) 9.0 (86.0)

500～699万円 150.0 129.5 20.5 18.4 (84.0) 21.9 (79.6) 9.1 (95.1)

700～999万円 98.1 89.6 8.6 12.0 (96.0) 15.2 (94.8) 3.8 (98.9)

1000～1499万円 24.9 23.9 1.0 3.0 (99.0) 4.0 (98.8) 0.4 (99.3)

1500万円以上 2.6 2.5 0.1 0.3 (99.3) 0.4 (99.2) - -

総　数 219.7 21.0 198.7 100.0 - 100.0 - 100.0 - 

100万円未満 104.1 5.0 99.0 47.4 (47.4) 23.8 (23.8) 49.8 (49.8)

100～199万円 99.6 10.9 88.7 45.3 (92.7) 51.9 (75.7) 44.6 (94.4)

200～299万円 13.1 3.9 9.3 6.0 (98.7) 18.6 (94.3) 4.7 (99.1)

300～399万円 1.4 0.8 0.7 0.6 (99.3) 3.8 (98.1) 0.4 (99.5)

400～499万円 0.5 0.2 0.2 0.2 (99.5) 1.0 (99.1) 0.1 (99.6)

500万円以上 - - - - - - - -

総　数 85.0 41.7 43.3 100.0 - 100.0 - 100.0 - 

100万円未満 51.8 21.3 30.4 60.9 (60.9) 51.1 (51.1) 70.2 (70.2)

100～199万円 22.6 12.2 10.4 26.6 (87.5) 29.3 (80.4) 24.0 (94.2)

200～299万円 8.0 5.8 2.2 9.4 (96.9) 13.9 (94.3) 5.1 (99.3)

300～399万円 1.9 1.7 0 2.2 (99.1) 4.1 (98.4) 0.5 (99.8)

-

500万円以上 0.1 0.1 - 0.1 (99.3) 0.2 (98.8) - -

注）（ ）内は累積割合

女

割  合

正
規

職
員
・
従
業
員

パ
ー

ト

ア
ル
バ
イ
ト

　　　　　　　　 男女
主な雇用
所得階級

実　数

総数 男

100万円未満 17.9 4.4 13.5 2.2 (2.2) 0.7

形態

の
299万円 187.2 111.0 76.2 22.9 (33.2) 18.8 (23.6)

-

.2

400～499万円 0.1 0.1 - 0.1 (99.2) 0.2 (98.6) -

 

図－8 男女，主な雇用形態，所得階級別割合（平成 19 年） 
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4 就業異動 
 

（１） 就業異動別 15 歳以上人口 
 

○ 過去 1年間で最も増加したのは「継続非就業者」 
 

過去 1年間の就業異動別に 15 歳以上人口をみると，有業者では，「継続就業者」133 万

7 千人，「転職者」9万 4千人，「新規就業者」9万 6千人となっており，無業者では, 「離

職者」6万 1千人，「継続非就業者」93 万 6 千人となっている。 

平成 14 年と比べると，有業者では「継続就業者」及び「新規就業者」，無業者では「離

職者」がそれぞれ減少した一方，有業者では「転職者」，無業者では「継続非就業者」が

それぞれ増加している。 

男女別にみると，男性は「継続就業者」が 81 万 4千人と最も多く，次いで「継続非就

業者」32 万人，「新規就業者」4万 1千人などとなっており，女性は「継続非就業者」が

61 万 6 千人と最も多く，次いで「継続就業者」52万 3 千人，「新規就業者」5万 6千人な

どとなっている。 
 

表－12 男女，過去 15 歳以上人口（平成 14 年，19 年） 1 年間の就業異動別

継続就業者 転職者

有業者
(千人)

新規就業者 離職者 継続非就業者

総数 1,337.3 94.1 96.6 61.3 936.1

男 813.9 48.2 41.1 24.2 319.7

女 523.4 45.8 55.5 37.1 616.4

総数 1,364.6 67.3 104.4 89.7 897.5

男 836.7 33.5 42.2 38.7 293.5

604.0

総数 -27.3 26.8 -7.8 -28.4 38.6

男 -22.8 14.7 -1.1 -14.5 26.2

女 -4.5 12.0 -6.8 -13.8 12.4

無業者
年次・男女

平成19年

平成14年

増　減

女 527.9 33.8 62.3 50.9

 

 

図－9 男女，過去 1年間の就業異動別 15 歳以上人口 

813.9

48.2
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男
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523.4

45.8
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616.4
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単位：千人
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転職者 

離職者 
新規就業者



（２） 転職者 
 

  

                                                 

有業者に占める過去 1年間の転職就業者の割合（以下「転職者比率」という。）は 6.1％

となって

10.8％，「30～34 歳」

で

3.4 ポイントの増加となっており，沖縄県（14.4％）に

次

 

表－13 男女，年齢階級別過去 1年間の転職者比率（平成 14 年，19 年） 

○ 若年者で高い転職者比率  

おり，平成 14 年と比べて 1.8 ポイント増加した。 

男女，年齢別にみると，最も転職者比率が高いのは男女ともに「20～24 歳」で，男性が

13.8％，女性が 19％となっている。次いで男性は「25～29 歳」で

8.3％，女性は「15～19 歳」で 15.7％，「25～29 歳」で 11.7％となっている。 

また，若年者（15～34 歳の者をいう。）についてみると，本県の転職者比率は 11.4％（全

国 9.5％）と，平成 14 年と比べ

いで全国 2位となっている。 

(％，ポイント)

総    数 6.1 5.2 7.2 4.3 1.8

  15 ～ 19歳 10.7 4.6 15.7 10.5 0.2
20 ～ 24 16.3 13.8 19.0 12.7 3.6
25 ～ 29 11.2 10.8 11.7 6.9 4.3
30 ～ 34 8.5 8.3 8.8 5.0 3.5
35 ～ 39 5.8 4.7 7.6 4.3 1.5
40 ～ 44 5.4 3.4 8.0 3.3 2.1
45 ～ 49 3.6 2.2 5.3 1.9 1.7
50 ～ 54 3.0 2.1 4.3 2.4 0.6
55 ～ 59 2.8 3.2 2.1 2.8 0.0
60 ～ 64 5.7 6.9 3.7 3.3 2.4
65歳以上 0.8 1.0 0.6 0.6 0.2

（再掲）
15～34歳 11.4 10.2 13.0 8.0 3.4

平成14年 増減年齢
平成19年

総　数 男 女
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動 

類されないもの）」で転入者が最も多く，「飲食店，

 

   う。）28 万 3 千人について，

主

 

（３） 産業間異
 

○ 産業間異動は「サービス業（他に分

宿泊業」で転出者が最も多い 

 過去 5年間に転職して就業した者（以下「転職就業者」とい

な産業別に転出入の差をみると，「サービス業（他に分類されないもの）」（8千人増），

「運輸業」（5千人増）などは増加しているのに対し，「飲食店，宿泊業」（8千人減），「卸

売・小売業」（4千人減），「製造業」（1千人減）などは減少している。 

表－14 主な産業別過去 5年間の転職就業者の転入，転出の差 

（千人）

建設業 18.5 19.4 -0.9
製造業 62.9 63.9 -1.0
情報通信業 5.3 5.2 0.1
運輸業 20.6 15.7 4.9
卸売・小売業 52.7 56.7 -4.0
飲食店，宿泊業 13.5 21.7 -8.2
医療，福祉 25.6 21.0 4.6
教育，学習支援業 10.4 9.3 1.1
サービス業（他に分類されないもの） 46.2 38.1 8.1

産　業
転職就業者 差

現職 前職 (現職－前職)

 

 
図－10 主な産業別過去 5年間の転職就業者の転入，転出の差 
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